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３）備蓄されている用品・食料等に関する情報発信の事例 

備蓄されている用品・食料等に関する情報発信量の多い事例（図５）として、法政大学があげられる。

他の大学に比べ、備蓄品に関する情報が細かく、写真で示されているため、情報が分かりやすく表示され

ている。飲食料については、平日の登校予定の学生及び教職員の数をもとに、500mlのペットボトル（水）

と、非常食（栄養補助食品）を3日分揃えている。そのほかに、体温計、消毒液、絆創膏、ガーゼ、包帯、

三角巾などの簡単な応急手当が出来る「救急バッグ」や災害時の避難誘導用ヘルメットとビブスも備蓄し

ていることが、ＨＰに記載されている。 

 

図５ 備蓄されている用品・食料等に関する情報発信量の多い事例 

 

４）地域の行政機関、住民組織等との連携が明示 

千代田区と「大規模災害時における協力体制に関する基本協定」を締結している大学は、16 校中、10

校であった。一方、文京区と協定を締結している大学は、15校中６校であった。文京区では、「災害時に

おける相互協力に関する協定」を結んでいる学校は7校あり、そのうち大学は５校であった。また、帰宅

困難者対策については、「災害時における相互協力に関する協定」を結んでいる協力先は6か所であり、

そのうち大学は文京学院大学の１校であった。しかし、特設サイトへのリンクが記載されていたのは、31

校中、２校(法政大学と明治大学)であった。 

行政機関との連携について表示している大学は、協定を結んでいるという責任と使命感が高く、大学の

意識が高いのではないかと考えられる。 

 

５）帰宅困難者(地域の方)への対応 

帰宅困難者(地域の方)への対応が示されていたのは、31校中、１校（法政大学）のみであった。具体的

には、千代田区との協定より、対応可能な範囲で地域住民および一般の帰宅困難者の受け入れと情報・食

糧・飲料水提供を行うことになっている。学生や教職員が協力し、帰宅困難者を支援していくために、帰
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宅困難者に対する情報を普及・啓発していく必要があると考える。 

 

６）大学からの情報発信の好事例 

① 専修大学 

地震発生後の行動をフローチャートとして示され、災害時の歩行速度や日の出、日没時間が記載されて

いる。地震後、帰宅するか、避難場所に行くかを判断できる地図も掲載されている。災害時交通機関が長

時間不通となった場合に、徒歩で帰宅する目安の距離は 20㎞以内とされている。専修大学は、地震発生

後に、落ち着いて行動するための判断材料が記載されるマニュアルをまとめていることが特徴である。 

 

 

② 日本大学 

地震発生直後からの行動が、ポイントごとに記載されている。応急手当では、それぞれ手順と絵がある

ため、分かりやすい。日本大学は、千代田区では他の大学にはない、震度とマグニチュードの違いや想定

される地震としてどんな地震が考えられるか等、基礎知識が記載されていることが特徴である。防災情報

として、震度やマグニチュードを知った時、それがどんな災害をもたらすのかを考えることができる。 
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③ お茶の水女子大学（文京区） 

ＨＰの上部に項目が挙げられ、クリックすると、自分が探したい情報をスムーズに検索でき、マニュ

アルのＰＤＦファイルが貼られている。マニュアルにはパーソナルメモ記入欄もあり、氏名や住所だけ

でなく、持病、常備薬、アレルギー等を記入して身につけておくことができる。さらに、緊急避難アイ

テムという項目があり、日常・非常時の備えとして必要だと考えられるものが細かく記載されている。

落ち着いたら安否情報システムを用いて大学へ安否を知らせることも促されている。 

 

 

④ 拓殖大学（文京区） 

災害発生または地震警戒宣言が発令された場合の人命確保、被害軽減を図るためのマニュアルが、学生

用と、教職員用に分けて作成されている。緊急地震速報を利用した緊急非常放送設備の設置の他、災害時

の避難経路・場所の確保や食料の備蓄について記載されている。Jアラート（弾道ミサイル発射）作動時

の対応や、新型コロナウイルスについて記載され、防災の一環として位置づけられている。 
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⑤ 跡見学園女子大学（文京区） 

ＨＰには、大地震対応マニュアル、地震発生時、地震発生から避難までに分かれている。大地震マニュ

アルは別の小冊子として、「大地震とは」「地震発生から避難まで」「日頃の準備」「大学の対応」「安否連

絡」「帰宅判断」等に見出しをつけながら、まとめられている。大地震とは何をさすのか、学内の避難場

所とともに、近隣の避難場所が明示されている。日ごろから、自宅から大学まで、大学内で確認すべき箇

所があげられる。その中には帰宅ルートや所要時間の確認を促し、便利なアイテムも紹介されている。 

 

 

以上のように、ＨＰでの防災情報も、デジタル機器が使うことができない場面を想定し、携帯すること

を目的に、一部は小冊子の形でＰＤＦが掲載されている大学も多くみられた。 

 

４．考 察 

１）大学のＨＰ等での防災情報として組み込むべき要件 

本研究の結果を踏まえて、大学のＨＰ等での防災情報として組み込むべき要件を抽出した（図６）。 

第１に、大学側から、そして、学生自身による安全確保のための情報である。学生が対応すべき発災時、

防災（準備）情報に加え、大学が対応すべき発災時、防災（準備）情報の両面がある。学生が対応すべき

事項は、災害発生時での適切な対応が中心であるが、大学側は事前の防災行動が中心であり。その準備状

況について、ＨＰを用いて発信していくことが必要である。また、地震だけでなく、火災・集中豪雨等の

水害等の情報、新たに必要とされるJアラート（弾道ミサイル発射）作動時の対応や、新型コロナウイル

スについて記載も加味されてきている実態から、そうした視点も組み込んでいく必要性が明らかになっ

た。 

第２に、学生自身が帰宅困難者になった場合の対応や、地域の方が帰宅困難者になった場合の支援の方

法の両面についての情報も必要である。この帰宅困難な状況であるか、否かを総合的に判断する情報源を

提示することが望まれる。 

第３に、行政機関や外部の団体との連携、そして、学生ボランティアの育成と地域活動への参加に関す

る情報について、もっと掲載されていくことが望まれる。ＨＰの防災情報に、区と協定を結んでいること

を示している大学が少ないことが明らかになった。この千代田区の基本協定の中には、学生ボランティア



-49- 

の育成があり、大学との連携により、学生ボランティアの協力や大学施設を活用することができれば、区

の災害対策を進めていくうえで、重要かつ有効な資源となる。そのためには、まず、大学のＨＰに行政機

関との協定について普及啓発を行い、防災について学生ボランティアの認知度を上げることも必要であ

る。 

大学において防災に関するセクションと、学生ボランティアに関するセクション、そして、地域連携に

関するセクションが独立していることが多く、ＨＰにおいても一体的に情報の提供が行われていない。近

隣の避難場所の提示をしていくと共に、ＨＰの防止情報を通して、発災時には大学生が災害ボランティア

として活躍していく姿勢を育んでいくことも必要であろう。 

 

 

 

図６ 大学の防災情報として組み込むべき要件 

 

２）学生にとって、ＨＰ以外の情報源 

本研究では、大学のＨＰによる防災情報の発信の方法を検討してきたが、学生の情報源としては、

Twitter等ＳＮＳでの防災に関する情報も多く収集されている。多様な情報源の特徴を踏まえ、補完しあ

いながら、学生が活用できる工夫が求められる。 

内閣府でも、防災対策における新たなテクノロジーの活用を進めるための施策を検討する「防災×テク

ノロジー」タスクフォースを、令和２年２月 13 日に設置し 9)、ＳＮＳやＡＩ技術等を活用した災害対応

が検討されている。災害リスク・避難情報の提供については、ＡＩを活用した防災チャットボットにより

スマートフォンを通じて、「一人一人の状況を考慮した、適切な避難行動を促す情報の提供」や「住民等

から現地の災害情報の収集」を行えるよう、更なる技術開発・実証実験等が実施されていく予定である。 

大学からの防災情報も新たな情報源、情報機器への橋渡しをするものであることが望まれる。 
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３）地域防災の教育ツールとしての大学のＨＰ 

これまでの研究でも、具体的な防災行動を起こすためには、単に防災に対する知識や関心を持つだけで

なく、災害に対するリスク認知を中核とした、より明確な防災意識を高める必要性が指摘されている。被

害の深刻さの認知は防災行動に影響を与えることが先行研究でも報告されている 10，11)。今回の大学のＨ

Ｐは「日頃の備え」のための知識を持つための情報源としての役割が大きく、被害の深刻さを認知するこ

とができる情報を発信することを目的としている大学は少なかった。 
これまでも、防災意識を高め，正確な知識を得るため，これまで多くの防災教育が実践されてきた。防

災教育の大きな発展は，阪神淡路大震災翌年の1998年学習指導要領の改訂を契機としており，かつて扱

いの小さかった防災教育が見直され，現在はその重要性が広く認知されている 12)。防災教育は人々の防災

意識を高め、防災行動を促すことを主たる目的に掲げているが，地域の特性や問題点，そして過去の被災

経験を知ることが重要であるため 13)、実際の内容は様々である。 
このようなことから、大学のＨＰを通した情報発信により、学生自身が自らの生活と共に、地域の防災

に目をむけ、防止意識と高くするためにも、首都圏の大学生に身近であるべき帰宅困難者支援などのよう

に地域防災を意識した情報発信や、過去の被害経験や、被害の深刻さを認知することができる情報の発信

へとつなげていくことが重要であると考える。 
本研究事業は帰宅困難者支援の教育ツールの開発を目指しているが、こうした防災教育の展開事例等

をＨＰによって発信することが、より動きのある、学生自身の主体的な学びと支える情報ツールになると

考える。 

 
５.要 約 

大学がどのような防災情報を学生に提供しているのか、千代田区・文京区の31大学からの情報発信の

内容の分析を行った。 

その結果、以下の結果が得られた。 

１）学生にむけた発災後の行動が67.7％と、ＨＰでの表示率が高かった。帰宅困難時の対応事項に関す

る表示率は20％弱、帰宅ルートの作成等を呼びかけるＨＰは見られなかった。 

２）情報は地震への対応が中心で、水害・火災等に関する情報は少なかった。 

３）防災マニュアル等の詳細な記載のある大学がある一方で、ＨＰに1行の情報のみの大学もみられ、

情報の質と量に差が大きいことが明らかになった。 

４）地域の方への帰宅困難者の対応についての情報は、法政大学（千代田区）の１校のみであった。 

５）学生に向けた情報に比べ、教職員に向けた情報が少なく、５校にとどまった。学生ボランティアの

活用等が防災情報と共に表示されているＨＰはなく、大学での防災情報のあり方についての検討も

課題である。 
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